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① 3

　「GIGAスクール構想による児童生徒の１人１台端末
や高速大容量通信環境の整備，・・などの取組をすす
めてきたところです。」とあるが，県立高校の１人１
台端末については，２年次から保護者に購入の負担を
させている現状があります。
　GIGAスクール構想は，国・文部科学省の教育施策で
あり，県・本県教委もその施策を推進していることか
ら，県または県教委は，教育行政の使命・役割である
教育条件整備を遂行してほしい。

（高校教育課）（義務教育課）
　県教委としては，義務教育段階と比べ，より発展拡充
した学習を行っている高等学校では，生徒が自分に合っ
た端末を選択し，自ら適切に管理して常に活用できるこ
とが望ましいと考えており，原則として端末は個人所有
としながらも，確実に利用できるよう，県で整備した端
末との組み合わせにより活用しているところです。
　具体的には，１年生に県整備端末を貸与し，２年生か
らは，端末の準備が困難な生徒には，必要に応じて県で
整備した端末を貸与したり，保護者負担の軽減が図られ
るよう，複数のモデルから選択して廉価に購入できる仕
組みを各学校ごとに提示したりしています。

②

　「教育委員会の事務の点検・評価」に，県教育行政
が教育条件整備を遂行・完了しているかについて検証
する項目を追加するとともに，上記本県の１人１台端
末状況についての有識者のご意見等をいただきたい。

（総務福利課）（高校教育課）
　「教育委員会の事務の点検・評価」については，教育
振興基本計画の進捗状況を確認するため，有識者の意見
を活用し毎年実施しています。
　また，１人１台端末の活用等，本県における「教育の
情報化」推進に係る取組等の評価については，令和２年
度から，外部有識者を委員とする「かごしま『教育の情
報化』推進連絡協議会」を実施し，毎年，評価やご意見
をいただいているところです。

③ 35

　基本目標「夢や希望を実現しともに未来を創る鹿児
島の人づくり」ですが，「夢や希望を実現しともに」
の箇所の「実現し」と「ともに」の間にカンマを入れ
るか，スペースを空けるなどの読みやすくなる工夫を
してほしい。

（総務福利課）
　いただいた御意見を踏まえ，「実現し」と「ともに」
の間にスペースを入れ，読みやすくしました。

④ 35

　「夢や希望には，長期的な姿を思い描いてもつ夢や
希望や，短期的，中期的な姿を描き，その都度，更新
されていくものもあります。」とあるが，「長期的」
「短期的，中期的」の具体が分かる文言を付け加える
など表現の工夫をしてほしい。

（総務福利課）
　いただいた御意見を踏まえ，「長期的」「短期的，中
期的」について具体的に分かる文言を加え，伝わりやす
い表現にしました。

⑤ 44～45

　離島だと県の派遣事業で，学期に１回しかスクール
カウンセラーが来校することができず，児童生徒の悩
みへの迅速な対応に課題がある。スクールソーシャル
ワーカーはいるが，対応される方が一人なので，予定
が先の方まで埋まっていることもある。
 スクールカウンセラーの離島常駐までは難しいと思う
が，学期に２，３回など派遣回数を増やしてほしい。
そうすることで，これまでよりも児童生徒の悩みへの
迅速な対応につながるのではないかと考える。

（高校教育課）（義務教育課）
　スクールカウンセラーの配置につきましては，現在，
限られた予算の中で，１回３時間を基本として，小学校
では年３回，中学校では年10回程度派遣しています。
　各学校においては，スクールカウンセラーの来校日を
早めに児童生徒や保護者に知らせることなど，より多く
の相談に繋げるよう様々な工夫をしているところです。
　いただいたご意見を踏まえ，スクールカウンセラー等
の配置をこれまで以上に充実させることで，学校におけ
る教育相談体制のさらなる充実に努めます。

⑥ 67～68

　離島では，小規模校，極小規模校がたくさんある。
そのような学校において子供たちは，授業の中でいろ
いろな意見に触れる機会が少ないため，遠隔合同授業
などが日常的にできる環境が整うとよいと考えてい
る。そこで，遠隔教育システムを効果的に活用した授
業実践の好事例や課題解決に向けたヒントの周知や研
修会の開催などを充実させてほしい。

（高校教育課）（義務教育課）
　遠隔教育システムの効果的な活用については，徳之島
町や三島村など，離島の学校で取組が行われており，そ
れらの事例は広く共有されています。
　好事例や課題解決に向けたヒントの周知等について
は，今後も，県教委主催のフォーラムや研修会等におい
て情報共有を行います。

鹿児島県教育振興基本計画に係るパブリック・コメント実施結果について
１　実施期間　　令和５年12月20日（水）から令和６年１月19日（金）まで
２　意見の件数　27件（13人）
３　提出された意見の概要，それに対する県教委の考え方等
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⑦ 70

　18歳成人や，19頁でも指摘があるように「本県の高
校生の卒業後の進路は，令和４年3月の卒業者で見る
と，(中略)，就職23.2％(全国14.7％)となっていま
す。」と，高校卒業後の進路は就職される方が多いこ
とを考慮すると，特に高校卒業前までの「消費者教育
の充実」に関して，当県では，重要な課題ではないか
と考えている。
　「消費者教育の充実」における「今後５年間の取組
み施策」については，外部講師による消費生活講座の
推進以外は，どのような取組により施策を実現する
か，必ずしも判然としないものの，是非，推進してほ
しい。

（高校教育課）（義務教育課）
　高等学校の公民科や家庭科では，消費者に関する問題
について，消費者基本法や消費者契約法等を踏まえ，消
費者の権利の尊重と消費者の自立支援の観点から指導す
るとともに，契約や多重債務問題等を具体的に扱い，消
費者として適切な判断ができるよう指導を行っていると
ころです。
　また，外部講師による消費生活講座について，各学校
に周知し，その積極的な活用を推奨しています。

⑧ 70

　「物の大切さ，勤労の価値と意義，健全な金銭感
覚，金融の仕組み，消費者保護等について理解させ，
消費者として主体的に判断し，責任をもって意思決定
できるよう，児童生徒の発達の段階に応じた指導計画
の作成や教材の活用，教職員の指導力の向上に努めま
す。」という金融教育に関する取り組みに関し，極め
て重要と考えており，賛同します。
　なお，消費者金融と同様に，災害への対策やライフ
プラン等を踏まえたリスクに対する自助努力をしてお
かなければ，取返しのつかないケースもあることから
（例：小学生が引き起こした自転車事故で１億円近く
の賠償責任），教員の指導力の向上や生徒等への教育
を推進してほしい。

（高校教育課）（義務教育課）
　消費者教育について高等学校では，公民科や家庭科で
取り扱うことから，それぞれの教科の研修会等の機会を
通じ，児童生徒の発達の段階に応じた指導計画の作成や
教材の活用，教職員の指導力の向上に努めているところ
です。
　また，外部講師による消費生活講座について，各学校
に周知し，その積極的な活用を推奨しています。
　引き続き，金融教育を含めた消費者教育の充実に努め
ます。

⑨ 70

　75頁に掲げられている「計画期間における数値目
標」，「外部の専門機関等と連携した消費者教育講座
(出前授業)の実施率（高）」は，現行43.8％(令和４年
度)を倍増させる高い水準（令和10年度の100％）を設
定されており，賛同します。

（高校教育課）（義務教育課）
　消費者教育における外部人材の活用については，特別
活動等において,県司法書士会や県弁護士会などの協力を
得て，インターネットトラブルやマルチ商法等の被害に
あわないための取組を行ったり，消費者ホットライン等
の相談窓口についての周知を図ったりしており，引き続
き，こうした取組を充実させたいと考えています。

⑩ 78

　「基本的に学校以外が担うべき業務」として，学校
施設内の草払い等については，各市町村等の予算も考
慮すべきことであるが，外部委託等を進めてほしい。

（教職員課）
　国が示した３分類に基づく「基本的に学校以外が担う
べき業務」の一部を外部委託することなど，好事例を，
市町村教育委員会や各学校と共有します。

⑪ 78

　「教師の業務だが，負担軽減が可能な業務」とし
て，子育て世代の職員が在宅で業務をおこなうことが
できるよう，オンラインで利用できる統合型校務支援
システムを全県的に整備してほしい。

（高校教育課）
　教員の在宅勤務は，東京都等を除いたほとんどの都道
府県で導入されておらず，本県の公立学校においても，
業務の持ち帰りは行わないことが原則であり，自宅等に
持ち帰って業務を行うことは，厳に避けることとしてい
ます。児童生徒に対する学校教育活動が円滑に提供され
る勤務態勢を常時確保するためにも，現時点では，オン
ラインで利用できる統合型校務支援システムの整備は考
えていません。
また，統合型校務支援システムでは，個人情報が多く取
り扱われるため，セキュリティ上の理由から，学校内で
の利用を前提としています。
　なお，現在，国が「次世代の校務デジタル化推進実証
事業」の中で，クラウド上に安全な統合型校務支援シス
テムを構築し，学校外からシステムを利用したり，児童
生徒の転校・転学時のデータの引き渡し等を行うこと等
について研究を行ったりしているところです。県教委と
しては，こうした国の動向を注視していきます。
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⑫ 78

　学校の働き方改革の実効性の向上を図るため，具体
的な業務削減に取り組んでほしい。

（教職員課）（総務福利課）
　県教委においては，個々の調査物等の必要性を精査
し，削減を図る取り組みを継続しているところです。引
き続き，調査等の件数削減，記載事項の要否を含めた提
出様式の簡便化，真に必要な書類等のみの提出などの改
善に努めます。また，各学校の実態に応じた業務改善が
進められるよう支援していきます｡
  なお，各学校においては，ＩＣＴ機器の活用による会
議等の効率化，行事の一部廃止や縮小，留守番電話や
メール等の活用による時間外の電話対応の削減などに取
り組んでいるところです。

⑬ 78

　土曜授業は，導入当初とその趣旨から離れた通常授
業が行われているのが実態。予備時数も足りており，
教師，児童ともに精神的・肉体的に負担が大きい。全
国の実施率からも必要ない。

（義務教育課）
　学力向上をはじめとする教育課題に対し，児童生徒一
人一人の生きる力を育成するため，土曜授業の実施を含
めた教育課程全体の工夫・改善を促してきたところで
す。
　土曜授業の実施に当たっては，保護者，地域住民，関
係団体等との連携を強め，土曜日に実施することの利点
を生かすなど，社会全体での教育力の向上に努めること
としております。
　なお，土曜授業については，県教委が一律に実施を要
請するものではなく，各学校の実態や状況に応じて市町
村教育委員会が適切に判断したうえで，実施していると
認識しており，引き続き，市町村教育委員会と連携して
いきたいと考えています。

⑭ 78

　「市総括衛生委員会を設置し各小中学校の働き方改
革の実施状況，課題について市全体で業務改善を図る
場をもってほしい。」の現場の意見を基にした指導を
行ってほしい。

（保健体育課）
　総括安全衛生委員会の設置に関しては，法令等による
設置義務や文部科学省からの指導はなく，その設置つい
ては，各市町村が実情を踏まえて，検討するものである
と考えます。
　県教委としては，設置を検討している市町村教委から
相談があった場合には，県教委の総括安全衛生委員会を
参考に助言を行っているところです。

⑮ 78

　各市町村教育委員会に対し，在校時間把握について
持ち帰り業務や昼休み業務を把握する手立てを取るよ
うに指導してほしい。

（教職員課）
　全ての学校においては，統合型校務支援システムやタ
イムカード等による在校等時間の客観的な把握がなされ
ているところです。
　また，校長や教頭による職員との面談や日常の対話等
によって，業務の持ち帰りを含めた職員個々の働き方の
実態把握に努めます。

⑯ 78

　各学校に教員業務支援員やスクールロイヤーを配置
してほしい。

（教職員課）
　教員業務支援員の配置については，国の補助事業を活
用して，市町村教育委員会に対し，経費の補助を行って
います。
　スクールロイヤーについては，県弁護士会の協力を得
て，希望する校長がいつでも法的な助言を受けられる制
度を設けています。
　引き続き必要な予算の確保に努めます。

⑰ 78

　教師のなり手を増やすためにゆとりある魅力ある学
校現場になるように条件整備に努め，具体的な改善策
を示してほしい。

（教職員課）
　国の取組も踏まえつつ，様々な取組を通して更なる
「学校における働き方改革」の実現に努めます。
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⑱ 78

 「学校職員の業務負担が増えている学校現場でのフッ
化物洗口は中止してほしい。」の現場の意見を基に，
フッ化物洗口を実施している市町村教育委員会に指導
してほしい。

（保健体育課）
　フッ化物洗口は，むし歯予防の有効な方法の一つとし
て考えていますが，学校における集団フッ化物洗口の実
施に当たっては，令和５年１月に文部科学省から示され
た通知内容を踏まえ，各自治体において，保健部局等や
教育委員会との間で実施に向けた意思統一を図ること
や，歯科医師会等，関係者間での適切な役割分担を検討
し，教職員の負担軽減に配慮することなどについて，市
町村教育委員会へ助言を行っているところです。

⑲ 79

　昨今，全国的に通信制高校の生徒が増加しており，
本県においても県内唯一の公立通信制高校である開陽
高校通信制の生徒数は，５年前くらいから毎年度100人
くらいずつ増加している。
　開陽高校通信制の生徒は県内各地区にいるが，特に
大隅地区や北薩地区においては200人を超える生徒が在
籍している実態がある。
　このような実態を考慮すると，通信制高校の新設等
について検討する時期に来ているのではないかと考え
る。
　実態調査等を行い，鹿児島県教育大綱（案）Ⅱ基本
方針（３）の２段落め「本県においては，離島や中山
間地域等の地理的条件にかかわらず，どこでも充実し
た教育が受けられるようにすることも必要です。」の
観点に立って，真摯な検討等を行うことにつながるよ
うな計画になるようにしてほしい。

（高校教育課）
　通信制課程においては，従来からの勤労青少年に加え
て，全日制課程からの転・編入学する人や過去に高校教
育を受けることができなかった人など多様な入学動機や
学習歴を持つ人が増えています。
　県立開陽高校通信制では，離島を含め，県内全域をカ
バーする14の協力校を設けて，生徒が学びやすい環境を
整えているところです。
　中学校卒業後に直接高校の通信制課程へ入学する生徒
は，この５年間で約340人増加（県内国公立中学校等卒業
者のうち，通信制過程への進学者は，H30：254人，
R5:595人）していますが，中学校等卒業予定者数は，今
後８年間で約1,700人の減少（R6.3：15,377人→R14.3：
13,674人）が見込まれることなどを踏まえると，新たな
通信制高校の設置については，難しい状況にあります。
　今後も現在の体制を維持し，さらに教育内容の充実を
図りながら，生徒の学ぶ意欲に応えることができるよう
努めます。

⑳ 82

　「安全・安心な学校づくり」という項目であるもの
の，【主な取組】において「学校と家庭，地域が連携
して，児童生徒自ら緊急時に正しい判断と臨機応変の
行動がとれるような指導体制の充実に努めます。」と
いう，学校のみでなく，地域と連携し避難行動をとれ
るよう教育することはとても重要であり，賛同しま
す。

（保健体育課）
　学校安全推進事業において，管理職や学校安全担当者
等を対象に実効性のある避難訓練の在り方や学校安全教
育の在り方について，研修会を実施しているところで
す。
　各学校では，家庭・地域と連携した学校安全体制の構
築に向けて取り組んでいるところです。

㉑ 83

　奨学金制度等の各種制度の周知を行っていると思う
が，まだいろいろな制度について知らない人も多いと
思うため，多様な方法で，更に，制度の周知をしてほ
しい。

（総務福利課）
　奨学金制度については，学校への募集案内，高校３年
生等へのリーフレット配布とともに，県の広報媒体やSNS
の活用，鹿児島労働局との連携による情報発信等によ
り，周知を行っています。
　また，直接学校を訪問し，制度を説明するとともに，
募集案内の生徒や保護者への配布を依頼するなど周知を
図っているところです。
　なお，県内の団体が行っている主な奨学金について
も，ホームページにリンク先を掲載して情報提供を行っ
ており，今後とも周知に努めます。
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㉒

　未来が予測できない世の中で，予想もしなかった変
化が起こることが当たり前になってくると思う。その
中で生き抜くためには，どんな変化にも柔軟に対応で
きる対応力が必要だと思う。

（義務教育課）（高校教育課）
（特別支援教育課）
　将来の予測が困難な時代においては，一人一人の児童
生徒が，自分のよさや可能性を認識するとともに，あら
ゆる他者を価値のある存在として尊重し，多様な人々と
協力しながら様々な社会的変化を乗り越え，豊かな人生
を切り拓き，持続可能な社会の創り手となることができ
るようにすることが求められています。
　そのために必要な資質・能力を育成するため，「主体
的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を推進
し，１人１台端末を活用しながら「確かな学力」の育成
を図るなど，「『学習者主体の授業』への改善推進事
業」や「新時代の『確かな学力』育成推進事業」，「未
来を切り拓く！新時代に対応した資質・能力育成推進事
業」に取り組み，その成果を県下に波及させていきま
す。

㉓

　近年，情報が爆発的に増加している。情報を的確に
取捨選択し，信頼性を判断するスキルがますます重要
になっている。そのための情報リテラシーはデジタル
時代において，正確な情報を見極め，適切に利用する
ための基本的な能力だと考える。
　また，現代社会では，人々が協力して仕事を進めた
りアイディアを共有したりすることが不可欠であり，
コミュニケーション能力は，他者と円滑に意見を交換
し，効果的に協力するための重要な能力だと考える。
　これらのことから，情報リテラシーをもち，それを
もとにしたコミュニケーション能力がこれからの社会
を生き抜いていく上で大切だと思う。

（義務教育課）（高校教育課）
（特別支援教育課）
　将来の予測が困難な社会において，情報を主体的に捉
えながら，何が重要かを主体的に考え，見出した情報を
活用しながら他者と協働し，新たな価値の創造に挑んで
いくために，情報活用能力の育成が重要であるとされて
います。
　情報リテラシーを含む情報活用能力は，学習の基盤と
なる能力として位置付けられており，各学校において日
常的に情報技術を活用できる環境を整え，全ての教科等
においてそれぞれの特質に応じ，１人１台端末を適切に
活用した学習活動の充実を図っています。
　また，コミュニケーション能力の向上についても，教
科を横断して身に付けるべき大切な力であると考えてい
ます。
　県教委では，児童生徒の情報活用能力やコミュニケー
ション能力を育成するため研修会等を行っているところ
です。今後とも情報モラルを含め，情報を活用できる人
材を育成できるよう努めます。

㉔

　これからの社会を生きていくためには，人と関わっ
ていく，コミュニケーション能力が必要不可欠であ
る。コミュニケーション能力を上げるには，人と意見
を交わすことが必要となる。人と意見を交わすには，
自分の意見や考えをもたなければならない。そのため
には，「なぜ？」「もっと良い方法はないか？」と
いった探究心が必要であり，幼い頃から自由な活動を
通して育まれればならないと考える。そのような活動
を経験していくことにより，多くの人が自分の意見を
しっかり伝えることができるようになるのではないか
と思う。
  これらのことから，これからの社会を生き抜いてい
く上で，人との関りをもちながら探究し，自分の意見
と根拠を人に伝えられる力を身に付ける必要があると
思う。

（義務教育課）（高校教育課）
（特別支援教育課）
　小中学校では，見方・考え方を働かせ，横断的・総合
的な学習を行うことを通して，よりよく課題を解決し，
自己の生き方を考えていくための資質・能力を育成する
「総合的な学習の時間」が実施されています。各学校に
おいて，「総合的な学習の時間」の中で，地域の課題を
解決したり，企業と連携したりしながら，探究的な学習
の充実に努めているところです。
　同様に，高等学校においては，「総合的な探究の時
間」の充実のため，「高校生探究コンテスト」を実施
し，県下各高等学校の探究の成果の交流・波及などに取
り組んでいます。
　また，県立高校４校が高校生の科学的探究能力を培う
スーパーサイエンスハイスクールに指定されており，そ
の成果を県下の高校に波及するよう取り組んでいるとこ
ろです。

㉕

　これからの社会を生き抜いていく上で，判断力を身
に付ける必要があると思う。
　判断力を身に付けることで，２つ以上の意見や，候
補の良い点や悪い点を見極め，より素早くより正確に
選択決定していくことができる。また，日常でも，
「どっちでもいい」といった曖昧な意見を減らすこと
ができると思う

（義務教育課）（高校教育課）
（特別支援教育課）
　児童生徒の学力向上のために，教員が教え込む授業か
ら，児童生徒が自ら考え，自ら学ぶ「学習者主体の授
業」への転換などに取り組んでいるところです。
　今後とも，様々な施策等を通じて，知識や技能を活用
して課題を解決するために必要な思考力や判断力，表現
力等を身に付けさせることに加え，主体的に学習に取り
組む態度を育成していきます。



意見
番号

頁 意　見　の　概　要 県 の 考 え 方 等

㉖

　今の社会はインターネットが普及したりコロナウイ
ルスが流行したり，日々，驚異のスピードで変化して
おり将来がどうなるかはだれも予測できません。その
ようなこれからの社会を生きていく上で身に付けるべ
き力は，コミュニケーション能力だと思います。
　私は，この日々変化によって人との関わりが減って
いるような気がします。しかし，人との関わりは，お
互いを知り認め合って支えあい，そして自分と向き合
うために必要だと思います。自分にはないものや，逆
に誰にも負けない良さに気づけるきっかけになりま
す。そのことは自分の個性を知り，目標や夢ができる
ことで自分の意思をもち表現できるようになると思い
ます。しかしすぐにコミュニケーション能力は身につ
くものではない上，答えがないので勉強よりも難しい
と私は思います。だからこそ，小さいころからの学校
での生活が大事になると考えています。学校は勉強す
るために行く場所だけではなく，学校の最初の友達作
り，友達との会話，学校行事，グループワークを通し
て社会に生きていくために必要なコミュニケーション
能力を培うことができると思います。その他に，学校
に国際交流が増えると知らない世界を知り，自分の視
野が広がっていくと思います。このようにこれからの
社会を生きていくために私たちに必要となるのは，人
との関わりで大事となるコミュニケーション能力だと
私は考えます。

㉗

　私は，これからの教育の中で，コミュニケーション
力をつけることのできる授業や，行事などを行うべき
だと考える。
　理由として，まず，学校というのは同年代の子供が
集う場所であり，その中でのコミュニケーションは強
要されずとも，自然と行われると考えられるからだ。
　次に，その子供たちはいずれ社会に出て，これから
の社会を形作っていく。しかし，社会はどんどん変化
していき，そのスピードも速い。この変化の目まぐる
しさの中で，それに適応していく情報や知識を得るた
めには，受け身にならずに，自分でその情報たちを掴
み取っていく必要があるからだ。
　また，メタバースなども徐々に浸透していくと考え
られる。そのため，「対面」という形が減少すること
が予想される。外国人と仕事をして行く機会も今よ
り，もっと多くなるだろう。このことから，実際に
あったことのない相手に対しても話を通じ合わせられ
るような譲歩の仕方，また先ほど例に出した，外国人
との会話の中では，価値観や文化の相価値観や文化の
相違が必ず出てくるため，より話の噛み合いも難しく
なっていくと思われる。
　以上の理由から，私はまず相手を知ったり，様々な
情報や知識を得て，勘違いや問題を起こしたりしない
よう，もし起こったとしても解決ができるような高い
コミュニケーション能力を身につける教育が必要だと
考える。

(高校教育課)（義務教育課）（特別支援教育課）
　中央教育審議会の『「令和の日本型学校教育」の構築
を目指して（答申）』において，子どもたちに育むべき
資質・能力について「一人一人の児童生徒が，自分のよ
さや可能性を認識するとともに，あらゆる他者を価値の
ある存在として尊重し，多様な人々と協働しながら様々
な社会的変化を乗り越え，豊かな人生を切り拓き，持続
可能な社会の創り手となることができるようにすること
が必要」とされています。
　このことを踏まえ，コミュニケーション能力など，現
代的な諸課題に対応して求められる資質・能力を「個別
最適な学び」と「協働的な学び」の視点に基づき育成す
ることを目指し，各学校でのICTやグループワークなどの
効果的な活用についての研究を推進しています。
　また，生徒のコミュニケーション能力と国際感覚の向
上を目指し，「高校生イングリッシュトレーニングキャ
ンプ」や「留学フェア」，「かごしまグローバルクラス
ルーム事業」等に取り組んでいるところです。


